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1電気通信事業法に基づく規律と既往契約に関する制度

 電気通信事業法の一部を改正する法律（令和元年法律第５号。以下「改正法」という。）の施行日（2019年10月１
日）以降、新たに「約する」契約（「更新」を含む。）は、電気通信事業法（昭和59年法律第86号。以下「事業法」とい
う。）第27条の３の規定に適合した条件の契約（以下「適合契約」という。）である必要がある。

 施行日より前に約された事業法第27条の３の規定に適合していない条件の契約（以下「既往契約」という。）として例
外的に認められているものは、次の２種類のものである。
① 不適合拘束条件を約する契約
違約金1,000円超、期間拘束２年超など電気通信事業法施行規則（昭和60年郵政省令第25号。以下「施行規
則」という。）第22条の２の17に定める条件に適合しない提供条件で約する契約。
② 不適合利益提供等を約する契約
端末購入を条件とする通信料金の割引や通信契約の継続利用を条件とする端末代金の値引き（割賦残債の支払
免除）など施行規則第22条の２の16に定める利益の提供に適合しない利益の提供を約する契約。

 既往契約については、契約の更新の際に適合契約に移行することが原則であるが、適合契約への移行が不利となるおそれ
のある利用者も存在するため、これまで「当分の間」の経過措置として、①の不適合拘束条件については、その条件で 「更
新」することが特例として認められてきた（②の不適合利益提供等については、更新は認められていない。）。

 他方で、潜脱行為を防止する観点から、原則として（※）「変更」は認められていなかった。
※ 適合契約に移行させるもののほか、利用者利益の保護の観点から、「当分の間」の経過措置として、①の不適合拘束条件に係る規律について

は、改正法の施行日の前日における提供条件において利用者からの申出により変更することができることとされている範囲内で利用者からの申
出により行う変更に限り適用しないとする特例を設けている。

 こうした制度について、既往契約の早期解消を図る観点から省令改正を行い（※） 、以下の規定を追加した。
・ 既往契約（３Ｇ契約を除く。）の更新の特例を2023年末をもって廃止する方針を明らかにする規定
・ 既往契約の不適合拘束条件を個別に適合させる変更を可能とする規定
※ 電気通信事業法施行規則等の一部を改正する省令（令和４年総務省令第３号。2022年１月31日公布・施行）



2既往契約の早期解消に関する取組の状況

2021年９月16日 「競争ルールの検証に関する報告書2021」公表

17日 報告書2021での提言を受け、総務省からMNO３社に対し要請を発出

10月１日 NTTドコモが違約金の留保を撤廃

以降、全ての契約の違約金を免除

2022年１月31日 電気通信事業法施行規則等の一部を改正する省令の公布・施行

２月 １日 ソフトバンクが約款上で全ての契約の違約金を撤廃

４日 総務省から、改正法施行当時より事業法第27条の３の規律の対象となっている電気通信事業者19社に対し、

上記省令の施行を踏まえた既往契約の解消に向けた取組について要請

18日 NTTドコモが約款上で全ての契約の違約金を撤廃

３月16日 ソフトバンクが旧端末購入プログラムの回線契約継続条件を撤廃

４月 １日 KDDIが 約款上で全ての契約の違約金 及び 旧端末購入プログラムの回線契約継続条件 を撤廃

９月30日 KDDIが端末の購入を条件とする通信料金割引に係る不適合利益提供を解消

■：総務省による取組
■：要請を受けた事業者の取組
■：事業者の自主的な取組



3

NTTドコモ KDDI ソフトバンク

不
適
合
拘
束
条
件

契約期間２年超
又は
違約金1,000円超

利用者
不利

解消
（違約金留保を含む） 解消 解消

上限を超える
継続利用割引

利用者
有利 解消 -

（元から存在せず）

不
適
合
利
益
提
供
等

端末の購入を
条件とする
通信料金割引

利用者
有利 0.01%※ 解消 0.1％※

旧端末購入プログラム 利用者
有利

-
（元から存在せず）

11.7％※

（回線契約継続条件は撤廃済）
16.1％※

（回線契約継続条件は撤廃済）

MNO３社の既往契約の状況（2023年３月末時点）

※ 事業法第27条の３の施行時（2019年９月末）の残存数を100とした時の2023年３月末時点の指数。小数点以下第２位又は第３位を四捨五入。

■：総務省の要請を受けた事業者の取組 ■：事業者の自主的な取組 ■：2023年９月末までに自然解消の見込み

○ MNO３社は、違約金を全て撤廃し、利用者に不利な既往契約は全て解消。
○ 不適合利益提供等（端末購入を条件とする通信料金の割引、旧端末購入プログラム）については、2023年９月末までに自然解消が見

込まれている。また、不適合拘束条件（上限を超える継続利用割引）については、2023年12月末までに解消が見込まれている。

赤枠内は構成員限り



4【参考】 旧端末購入サポートプログラムの概要

 改正法の施行前に、KDDI（2017年７月～2019年９月）及びソフトバンク（2017年９月～2019年９月）は、指定端末
の48回割賦での購入を加入条件としたオプションプログラムを提供していた。

 以下の条件を満たした場合に、旧端末の割賦残債（最大２年分）が免除されるプログラムとなっていた。
①割賦残債の免除を受けるまでの間、通信契約を継続していること。
②旧端末を下取りに出すこと。
③新たに端末を購入すること。

指定端末Ａ購入（48回割賦）

端末代金48回割賦支払

残債免除

0か月目 １か月目 24か月目～ 25か月目 49か月目～

プログラムに加入

端末Ｂ

プログラム料の支払

端末A

条件③：端末Ｂの購入

条件②：端末Ａ下取り

条件①：通信契約の継続利用



5【参考】 各社の端末購入サポートプログラムの変遷

2020/3/27

▲
2021/10/13
▲

2019/10/10

▲
2019/9/13

▲
2017/9/22

▲

ＮＴＴドコモ

改正電気通信事業法
施行（スマートフォン）

2019/10/1

改正電気通信事業法
公布

2019/5/17

改正電気通信事業法
施行（スマートフォン以外）

2020/1/1

楽天

ＮＴＴドコモ

ＫＤＤＩ

ソフトバンク

スマホおかえし
プログラム
提供開始

36回割賦
- 端末返却で最大12回分の

残債を免除※１

- 対象は回線契約者
- 利用料はなし

スマホおかえし
プログラム
条件変更

36回割賦
- 端末返却で最大12回分の

残債を免除※１

- 対象は回線契約者
及び非回線契約者

- 利用料はなし

いつでもカエドキ
プログラム
提供開始

アップグレード
プログラムEX
提供開始

48回割賦
- 13ヶ月目以降、
①端末返却
②端末の再購入
③プログラムの再加入
で最大24回分の残債を免除※１、２

- 対象は回線契約者
（残債免除までの回線契約継続も必要）

- プログラム利用料は390円×24ヶ月

48回割賦
- 13ヶ月目以降、
①端末返却
②端末の再購入
で最大24回分の残債を免除※１、２

- 対象は回線契約者
及び非回線契約者

- プログラム利用料は390円/月×24ヶ月

アップグレード
プログラムNX
提供開始

36回割賦
- 端末返却で最大12回分の

残債を免除※１

- 対象は回線契約者
- 利用料はなし

かえトクプログラム
提供開始

24回割賦
- 13ヶ月目以降
①端末返却
②端末の再購入
で24回目の支払額（残価）を免除※３、４

- 端末返却のみの場合、下取り額相当
のポイント付与

- 対象は回線契約者及び非回線契約者
- 利用料はなし

スマホトクする
プログラム
提供開始

24回割賦
- 13ヶ月目以降
①端末返却
②端末の再購入
で24回目の支払額（残価）を免除※３、４

- 端末返却のみの場合、下取り額相当
のポイント付与

- 対象は回線契約者及び非回線契約者
- 利用料はなし

半額サポート
提供開始

半額サポート＋
提供開始

48回割賦
- 13ヶ月目以降、
①端末返却
②端末の再購入
で最大24回分の残債を免除
※１，２

- 対象は回線契約者及び
非回線契約者

- プログラム利用料は
390円/月×24ヶ月

トクするサポート
に名称変更

トクするサポート＋
提供開始

48回割賦
- 13ヶ月目以降、
①端末返却
②端末の再購入
で最大24回分の残債を免除※１、

- 端末返却のみの場合、
下取り額相当の
ポイント付与

- 対象は回線契約者
及び非回線契約者

- 利用料はなし

トクするサポート＋
条件変更

48回割賦
- 13ヶ月目以降、
①端末返却
②端末の再購入
で最大24回分の残債を免除※１、

- 端末返却のみの場合、下取り
額相当のポイント付与

- 対象は回線契約者
及び非回線契約者

- 利用料はなし

24回割賦
- 13ヶ月目以降端末返却で24回目の
支払額（残価）を免除※３、４

- 対象は回線契約者
及び非回線契約者
- 利用料はなし

※１ 24ヶ月目までに特典を利用する場合にも、24回目までの分割支払金は引き続き支払いが必要。 ※２ 24ヶ月目までに特典を利用する場合には、残月分のプログラム利用料の前払いが必要。
※３ 23ヶ月目までに特典を利用する場合にも、23回目までの分割支払金は引き続き支払いが必要。※４ 残価の再分割後は残債免除申込の当月以降の残債を免除。 注：赤字部分は、直前の端サポから提供条件に変更があった箇所。

公取報告書公表
2021/6/10

iPhoneアップグレード
プログラム
提供開始

48回割賦
- 25ヶ月目以降端末返却で最

大24回分の残債を免除
- 対象は回線契約者
及び非回線契約者

- 利用料はなし
- 返却時に事務手数料

（3,300円）が必要

48回割賦
- 13ヶ月目以降、
①端末返却
②端末の再購入
③プログラムの再加入
で最大24回分の残債を免除※１、２

- 対象は回線契約者
（残債免除までの回線契約継続も必要）

- プログラム利用料はなし

アップグレード
プログラムDX
提供開始

2017/7/14

▲
2019/10/1

▲
2019/11/1

▲
2020/2/21

▲
2021/9/17

▲

2021/9/24

▲
2020/3/18

▲
2019/6/1

▲

2021/6/29

▲

2019年１月16日、
③の条件を撤廃

2018年11月2日、
③の条件を撤廃

2021/11/17

▲
新トクするサポート

に名称変更

旧端末購入
サポートプログラム

公正取引委員会からの
要請を踏まえ、
端末の再購入条件を撤廃

総務省からの要請を踏まえ、
回線契約継続条件を撤廃
[撤廃時期]
KDDI：2022年４月１日
ソフトバンク：2022年３月16日



6事業法第27条の３に不適合な３Ｇ契約の状況

○ 2022年３月末をもってKDDIが３Gサービスの提供を終了し、2023年３月末時点における事業法第27条の３に不適合
な３Ｇ契約の残存数は、２社合計で 件と順調に減少している。なお、ソフトバンクは2024年１月末に、NTT
ドコモは2026年３月末に３Gサービスの提供終了を予定しており、今後も減少傾向が続くと見込まれている。

6赤枠内は構成員限り



7既往契約に関するこれまでの議論

○ 事業者からの意見

 不適合期間拘束について、利用者不利なものは2021年10月に全て解消している。残っているものとしては、一部１年間で１

か月分の利用料を超える長期割引を行っているものがあるが、これについては、2023年12月末までに解消すべく進めている。

３Ｇについては、サービス終了に伴って解消する予定となっている。（第42回WG・NTTドコモ）

 2022年９月30日に不適合利益提供である端末の購入を条件とする通信料金割引が全て解消した。これをもって、全ての既

往契約における不適合条件が解消した。（第42回WG・KDDI）

 大半の既往契約は既に解消している。不適合利益提供である端末の購入を条件とする通信料金割引がまだ少し残っている

が、今年９月にはゼロになり、完全に解消する。（第42回WG・ソフトバンク）



8既往契約に関する検討の方向性

(1) 現在の状況
 MNO３社の既往契約については、極力早急な解消の必要性が指摘されていた事項（※）や違約金など、利用者に
とって不利な不適合条件は全て解消されている。
※ NTTドコモ：違約金の留保、KDDI・ソフトバンク：旧端末購入プログラムの回線契約継続条件

 残るMNO３社の既往契約は、利用者にとって有利な不適合拘束条件及び不適合利益提供等（※）のみであり、
これらについても、NTTドコモは４G契約について2023年12月末までの解消、３G契約についてサービス終了
（2026年3月末停波予定）に伴う解消をそれぞれ目指し、KDDI（端末購入を条件とする通信料金の割引は
2022年9月末で解消済）及びソフトバンクは2023年9月末での解消を予定しているところである。
※ NTTドコモ：端末購入を条件とする通信料金の割引、継続利用割引

KDDI・ソフトバンク：端末購入を条件とする通信料金の割引、旧端末購入プログラム

 MNO３社以外で事業法第27条の３の規律の対象となっている事業者については、一部で不適合拘束条件を有
する契約が残存（※）しているが、前年同期比で約50％減少しており、今後もサービス終了等により自然解消すること
や、既往契約の更新に係る特例の廃止により2024年以降に順次解消することが見込まれている。
※ ４社合計で約９.４万契約（2023年３月末時点）

 なお、３Gサービスについて、ソフトバンクは2024年１月末、 NTTドコモは2026年３月末にそれぞれ終了を予定し
ており、今後も減少傾向が続くと見込まれている。

(2) 今後の方向性
 総務省においては、引き続き、各社の既往契約の解消状況を注視するとともに、不適合拘束条件の解消時期とし
て設定した2023年末をもって、既往契約の更新に係る特例（３G契約に係る部分を除く）を廃止するよう規定
の整備を行うことが適当ではないか。


